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高度化されたアルゴリズムを搭載した
早期警報用地震計の開発

岩田　直泰＊　　山本　俊六＊

Development of Seismograph Equipped with Improved Algorithms for the Earthquake Early Warning

            Naoyasu  IWATA　　Shunroku  YAMAMOTO

　Recently the upgraded seismograph for earthquake disaster prevention, contributing to the safety improve-
ment during earthquakes, has been expected. As actions for the functional advancement of the seismograph, the 
algorithms for the seismic parameters estimation and the noise discrimination by a single station were improved. 
In this report, we evaluated the estimating accuracy of the seismic parameters derived from the improved al-
gorithms using waveforms recorded in the past earthquakes. Then, we developed a prototype seismograph 
equipped with the upgraded algorithms to verify the performance under the practical condition. As a result of 
field examinations, adequate processing was confirmed. 
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１．はじめに

　地震発生時において鉄道施設や列車の走行安全性が懸

念される場合，安全を確保する目的から可能な限り早く

列車を停止させる１）２）。より迅速な列車停止に向けた警

報出力のために，鉄道では伝播速度の速い P 波に着目し，

単独観測点の P 波初動部の情報から地震の位置（震央

距離と震央方位）と規模（マグニチュード）を推定３）４）

５）する早期警報用地震計を用いたシステムを，主に新

幹線に対して導入している１）６）。この早期地震防災シス

テムは，2004 年新潟県中越地震（Mj6.8，Mj は気象庁マ

グニチュード）や 2011 年東北地方太平洋沖地震（Mw9.0，
Mw はモーメントマグニチュード）等の発生時において

列車停止に向けた情報を早期に出力するなど有効に機能

した実績７）８）を持つことから，鉄道における地震防災

性能の向上に果たしている役割は大きい。

　近年，地震時の鉄道の安全性を高めるため，地震諸

元推定の精度や即時性のさらなる機能向上が望まれてい

る。性能強化に向けた取り組みとして，単独観測点によ

る早期地震諸元推定ならびにノイズ識別のアルゴリズム

の改良を行った９）。

　本報告では，既往地震を対象としてこの新たなアルゴ

リズムと現行のアルゴリズムを用いた地震諸元推定の結

果を比較し評価した。その結果，提案手法は現行手法

に対して同等以上の性能を有することを確認した。そし

て，実際の使用条件下における性能確認のため，高度化

を図ったアルゴリズムを実装した試作版の早期警報用地

震計を開発し，稼働試験を行った。試験の結果，ノイズ

識別や地震諸元推定に対する良好な動作が確認された。

２．新たなアルゴリズムの開発

2. 1　改良アルゴリズムの概要

　機能を高めた早期警報用地震計の開発に向けて，主要

処理となる早期地震諸元推定とノイズ識別の 2 つの機

能のアルゴリズムを改良した９）。早期地震諸元推定アル

ゴリズムの改良においては，地震諸元の推定精度と即時

性の向上を目的とした。これにより，地震時における安

全性の改善が期待される。また，ノイズ識別アルゴリズ

ムの改良においては，地震諸元に用いた振動が地震に基

づくものか否かを判定して誤警報を防ぐことを目的とし

た。これにより，列車停止に向けた警報情報の信頼性の

改善が期待される。

　現行手法に対する提案手法の改良点の概要を表 1 に対

表１　改良アルゴリズムの概要

現行手法 提案手法

地震検知 STA/LTA 法 STA/LTA 法 + レベルトリガ法

震央距離 B-Δ 法（2 秒）
C- Δ法（0.5 秒）
C- Δレベル
粘性減衰を考慮

震央方位
固定ウィンドウ法

（1.1 秒）
可変ウィンドウ法

（1.0 秒以内，平均 0.58 秒）

マグニチュード 変位 M
変位 M+ 加速度 M（OR 制御）
推定タイミングの追加
粘性減衰を考慮

ノイズ識別 振幅特性 振幅特性 + 周波数特性

警報時間
最短 2.0 秒

（標準設定）
最短 1.0 秒

（標準設定）
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比して示す。赤字は主な変更点であり，地震検知，地震

諸元推定（震央距離，震央方位，マグニチュードの各推

定），ノイズ識別の一連の処理について高度化を図った。

提案手法の標準設定による警報出力までの最短時間は，

現行手法から 1.0 秒短縮された。地震諸元推定の精度比

較等は次章以降で考察する。

2. 2　仕様書の改訂

　鉄道総研は，現行の早期警報用地震計の実用化にあた

り，ソフト開発の迅速化や処理の統一化等を図る目的か

ら「早期警報用地震計における地震諸元推定アルゴリズ

ム仕様書」を定めている。現行の全ての早期警報用地震

計はこの仕様書に基づき製作されている。2.1 節で述べ

たアルゴリズムの改良に併せ，この仕様書の全面的な改

訂を行った。仕様書には，早期地震諸元推定およびノイ

ズ識別の処理フローや演算式，暫定的に定めた標準設定

用のパラメータが詳述されている。

　なお，鉄道のための地震検知点は，線路直近に概ね一

定間隔で設置される沿線検知点と，想定される震源域に

近くなるよう線路から離れた位置として一般的に海岸線

近傍に設置される海岸検知点の 2 種類が存在する１）６）。

早期警報用地震計の対象とする地震や識別すべき雑振動

は沿線と海岸の検知点で異なる。これより，標準設定用

のパラメータはそれぞれの検知点に対して定め，仕様書

に記載している。

３．開発アルゴリズムに関する総合的な検証

3. 1　統計的な検証

　開発したアルゴリズムの性能を確認する目的から，地

震動のデータセットに対して現行と提案の各手法により

地震諸元を推定し，気象庁情報に基づき算出した値との

差による推定誤差を整理した。この検証は地震諸元の推

定結果を対象とするが，ノイズ識別アルゴリズムも適用

した上での，早期警報用地震計への実装を想定したシ

ミュレーションである。これより本検証は現行手法と提

案手法の総合的な性能比較と位置付ける。

　本報告で用いる地震動は，国立研究開発法人 防災科

学技術研究所（防災科研）の K-NET10）で記録されたデー

タを用いており，先に述べた海岸検知点に近い環境で観

測されていることから，海岸検知点への導入を想定して

暫定的に定めた標準パラメータを用いて検証を行った。

　まず，地震検知の性能に関し地震動のデータセット９）

に対して提案と現行の両手法で計算を行った。この地震

検知は P 波到達の時刻を算出する処理であり，早期地

震諸元推定に先立つ重要な処理と位置付けられる。検知

データ数による評価の結果，提案手法による P 波到達の

自動検知の性能は 10% 程度向上することが確認された。

　次に，図 1 の（a）から（c）に，震央距離，震央方位，

マグニチュードの現行手法と提案手法の推定誤差に対す

るヒストグラムをそれぞれ示す。

　本報告では推定誤差の定量的比較に際し，その目標範

囲を震央距離は 0.5 倍から 2.0 倍（対数の場合± 0.3），
震央方位は± 30 度，マグニチュードは最終値で± 1.0
に設定した 11）。図中の赤色の領域は各推定項目に対す

る目標範囲を表す。表 2 に各指標における現行手法と提

案手法の目標範囲に含まれるデータ数の割合を示す。こ

の表によると，震央距離のデータ数割合は両手法とも同

表２　推定値が目標範囲に入る割合の比較

目標範囲 現行手法 （%） 提案手法（%）

震央距離 ± 0.3（対数スケール） 74 74
震央方位 ± 30 度 62 66
マグニチュード ± 1.0（最終値） 76 87

図１　推定誤差の検証

(a)　震央距離

(b)　震央方位

(c)　マグニチュード
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じとなった。ただし，図 1 の（a）によると提案手法で

は検知データ数が増えていることから，結果的に目標範

囲に含まれるデータ数は増加している。震央方位および

マグニチュードについては，現行手法に対し提案手法の

データ数の割合がそれぞれ 4% および 11% 増加してい

る。以上の統計的な検証の結果から，提案手法の地震諸

元推定の精度は，現行手法と比べ同等以上となることが

確かめられた。

　震央距離推定は P 波初動部の振幅の立ち上がり形状

に基づいているが９），この形状は震源から地震検知点ま

での伝播経路の散乱減衰特性に主に支配されると考えら

れる 12）。よって，地域ごとの散乱減衰特性の違い例えば 13）

を考慮して震央距離を求める推定式を最適化することに

より推定の精度を更に高めることができると考えられ，

今後の課題である。

3. 2　既往地震データを用いたシミュレーション

　次に，実使用時の地震諸元推定等の状況を確認するた

め，開発したアルゴリズムとパラメータを，既往地震で

記録された波形（防災科研の K-NET10））に適用してオ

フラインのシミュレーションを行った。ここで用いたパ

ラメータも，3.1 節の統計的な検証と同様に海岸検知点

用の標準パラメータとした。なお本論文では，2007 年 3
月 25日に発生した能登半島沖地震（Mj6.9）を対象とする。

　気象庁が発表した震央位置（★印）と現行および提案

の各手法で推定した震央位置（×印）を図 2 の（a）と（b）
にそれぞれ示す。なお，評価対象は震央距離が 200km
以内の観測点としたが，図中にはこの範囲内において諸

元推定を行った観測点を▲印で示している。その観測点

数は現行手法が 66，提案手法が 76 となり提案手法の方

が諸元推定を行った観測点数は多く，地震検知性能の改

図２　推定震央位置の比較（2007 年能登半島沖地震）
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善が確認される結果を得た。また，震央位置の推定結果

を見ると，提案手法では現行手法に比べ気象庁発表の震

央周辺に×印が分布しており，より正確な震央位置（震

央距離および震央方位）の推定が確認される。加えて，

マグニチュードの推定誤差 RMS を算出したところ現行

手法は 0.97，提案手法は 0.72 であり，提案手法の方が

推定誤差は小さい結果を得た。警報出力のタイミングに

ついては，提案手法の最速警報出力時刻は現行手法より

も 1.0 秒短縮されており，即時性の向上も確認できた。

４．早期警報用地震計の開発

　3 章に示したオフラインでの精度検証の結果，早期地

震諸元推定の性能向上が確認された。これを受け，実シ

ステムへの適用を目指しその動作を確認する目的から，

試作版の早期警報用地震計を新たに開発した。

　試作版の地震計では，プログラム更新やパラメータ変

更，データ回収の簡易性を考慮し，処理部は組み込み型

ではなくパソコンをベースとした。開発した地震計の処

理部と計測部の外観を図 3 の（a）と（b）にそれぞれ示す。

処理部では早期地震諸元推定やノイズ識別の演算を行う

と共に，波形の記録等を行う。計測部はサーボ式加速度

計（3 成分）を用いており，許容最大加速度は± 2G（G： 
重力加速度）である。なお，A/D 変換器は処理部と計測

部の間において電磁ノイズが混入するのを防ぐ目的から

計測部に内蔵させている。また，早期地震防災システム

では，情報同期などの点において各地震計が時刻を正確

に記録することが重要となる。開発した地震計の時刻校

正は GPS 信号を用いている。

　なお，地震計のソフト開発は 2.2 節で述べた改訂版の

仕様書に基づいて行った。仕様書の活用により，迅速か
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つ正確にソフト開発を行うことができたと考える。

５．開発地震計を用いた稼働試験

　新たなアルゴリズムを実装した試作版の早期警報用地

震計を用いて，実使用時に近い環境で稼働試験を行った。

まずは地震動と列車振動の識別性能，次に地震諸元推定

の精度の評価結果について述べる。

5. 1　地震動と列車振動の識別の性能確認

　地震動と列車振動の識別性能の確認を目的として，鉄

道総研の日野土木実験所（以下，日野）内において稼働

試験を行った。計測部設置地点の直近には複線の鉄道路

線が存在し貨物列車や特急を含めた列車が頻繁に通過す

る。日野での稼働試験に際して設定したパラメータは，

沿線検知点を対象として暫定的に定めた値とした。

　試験期間は 2015 年 2 月 20 日から 3 月 2 日の 10 日間

である。この間，5268 の列車振動の波形が記録され，1
データを除きすべてをノイズと識別した。識別状況を図

4 に示す。この識別方法は振幅情報（VHmax: 上下動と

水平動の最大振幅比）と周波数情報（Rud: 高周波数帯

域通過波形と低周波数帯域通過波形の移動平均）に基づ

いており，図中の赤い線が識別境界であり，赤い領域が

列車振動，それ以外が地震動と識別されることを表す９）。

図３　開発した早期警報用地震計の外観

図４　地震動と列車振動の識別状況(a)　処理部

(b)　計測部(左：GPSアンテナ，右：サーボ式加速度計)
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　地震動と誤って識別された列車振動波形によるマグニ

チュードの推定値は 5.1 であり，M5.5 以上の警報出力

の対象例えば１）には該当しないデータであった。この稼働

試験で用いた識別基準は，新幹線の沿線で記録された

データに基づいて暫定的に設定した沿線検知点用のパラ

メータであったため誤判定するケースがあったが，識別

基準値を検知点ごとに最適化することにより，より正確

な識別結果が得られると考える。

　日野における 10 日間の試験期間中に千葉県中部で

Mj4.5 の地震が発生した。図 4 の通り正しく地震動とし

て識別され，地震諸元推定の結果を得た。なお，地震諸

元推定等の性能確認は，次節にて行う。

5. 2　地震検知および諸元推定の性能確認

　次に，地震の検知および諸元推定の性能を確認する目

的から，鉄道総研の国立研究所（以下，国立）内に開発

地震計を設置して稼働試験を行った。線路直近における

試験ではないことから，設定パラメータは海岸検知点を

対象として暫定的に定めた値とした。本報告では，2015
年 1 月 27 日から 2015 年 12 月 16 日の 323 日間の記録

について評価を行う。なお，評価期間内において開発地

震計は連続して稼働していた。

5. 2. 1　地震検知の性能確認

　まずは，地震の自動検知に関する評価を行う。気象庁

が発表した一元化震源カタログに基づき評価期間内のす

べての地震を抽出し，横軸にマグニチュード，縦軸に算

出した震央距離をプロットした結果を図 5 に示す。震央

距離は国立の地震計設置地点からの距離である。図にお

いて，気象庁情報に基づく地震（N=105417）は＋印，

開発地震計が検知を行い地震諸元推定の処理を行った地

震（N=24）は■印として重ねて示している。図から確

認される通り，震央距離 200km 以内，マグニチュード 5.0
以上の地震（N=3）に対しては地震検知処理を行い，地

震諸元推定を行う結果が得られた。データ数は少ないも

のの，早期地震諸元推定アルゴリズムが対象とする範囲

および規模（図中の赤い領域）の地震検知状況として，
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良好な性能が確認されたと考える。

5. 2. 2　地震諸元推定の性能確認

　次に，地震諸元推定の精度に関する評価を行う。評価

対象とする地震は，地震計が検知した地震（N=24）のな

かで震央距離 200km 以内，マグニチュード 4.5 以上の地

震（N=8）とした。対象地震の選定基準は，本報告では

早期地震諸元推定アルゴリズムが対象とする震央距離と

地震規模範囲を包含するものとして定めた。5.1 節に記し

た手法による評価対象地震の識別状況を図 4 に併せて示

す。図の通り，地震動に対する正確な識別が確認される。

　図 6 の（a）から（c）に震央距離，震央方位およびマ

グニチュードについて気象庁情報に基づく値と推定値

（震央方位のみ推定誤差）の関係をそれぞれ示す。ここで

も，推定誤差の定量的評価にあたり 3.1 節と同様の目標

範囲を設定した 11）。図中の赤い領域が目標範囲を表して

いる。図 6 および表 4 の通り，目標達成率は震央距離が

100%，震央方位が 25%，マグニチュードが 75% であった。

　震央方位の推定は，目標とする精度から外れる地震が

多い結果となった。震央方位は 1Hz から 2Hz のバンド

パスフィルター処理をした変位波形を用いており，小さ

な振幅の場合，加速度データから変位に積分する際に地

動ノイズや地震計の内部ノイズの影響を受けやすい。検

討対象とした地震はマグニチュードが 4.5 から 5.5 と比

較的規模が小さく，また距離もやや離れた地震が多かっ

図５　地震検知状況

図６　地震諸元推定精度の検証
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2015/05/30 01:06 59 34 4.8 53 茨城県南西部

2015/08/06 18:22 134 52 5.2 55 茨城県北部
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たことから P 波初動部の S/N 比が悪く，ノイズの影響

が大きく出た可能性が挙げられる。また，マグニチュー

ドを過大推定する傾向がみられた。これは震央距離をや

や遠く推定したことが一因に考えられる。今回の検証は，

規模の小さな地震が対象となっておりデータ数も少ない

ことから，鉄道施設等に影響を及ぼす強い地震動に対す

る精度を統計的に検証するには至っていない。このよう

な地震に対して震央方位の推定精度を向上させるために

は，地震計の内部ノイズの低減などのハード的な対応も

必要となることが示唆される。稼働試験の結果から，震

表４　地震諸元推定の性能確認の結果

目標範囲 目標達成率（％）

震央距離 0.5 倍から 2.0 倍 100
震央方位 ± 30 度 25
マグニチュード ± 1.0（最終値） 75
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央方位推定の精度向上に向けた課題が明らかになった。

６．まとめ

　鉄道に対する地震時の防災・減災性能向上への社会

的要望の高まりから，新たな早期警報用地震計の開発を

行った。この地震計は高度化を図った早期地震諸元推定

およびノイズ識別のアルゴリズムを実装している。以下

に，本報告の内容をまとめる。

（1） 単独観測点による早期地震諸元推定とノイズ識別の

アルゴリズムを改良した。また，地震計開発におい

てソフト制作の迅速化や処理の統一化を図るため，

処理手法に関する仕様書の改訂を行った。

（2） 開発したアルゴリズムに対する総合的な検証を行っ

た。統計的な検証において，提案する新たなアルゴ

リズムは現行手法と同等以上の性能を有することを

確認した。また，既往地震データを用いたシミュレー

ションにおいて，地震諸元推定の精度向上，ならび

に警報出力の即時性向上を確認した。

（3） 高度化を図った早期地震諸元推定とノイズ識別のア

ルゴリズムを実装した早期警報用地震計を試作し

た。試作版の地震計では，プログラム更新やパラメー

タ変更，データ回収の簡易性を考慮し，処理部はパ

ソコンをベースとした。

（4） 試作版の早期警報用地震計を用いて，実使用に近い

環境で稼働試験を行った。地震動と列車振動の分離

に関する試験では，良好な識別性能が確認された。

地震諸元推定に関する試験では，震央距離とマグニ

チュードは目標とする精度を概ね満足する結果が得

られた。震央方位は目標とする精度から外れる地震

が多く，内部ノイズ低減のためのハード対策の検討

の必要性が示唆された。

　以上より，更なる改善の必要性が挙げられたものの，

開発したアルゴリズムを実装した地震計を早期地震防災

システムに導入することにより，早期地震警報の精度，

即時性および信頼性が向上し，地震時の安全性の改善が

期待される。
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